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平成 １５年８月５日 

平成１５年 １２月期       中間決算短信（連結）           
上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（URL   http://www.kinki.ccbc.co.jp  ） 本社所在都道府県 大阪府 

代 表 者 役職名  取締役社長  氏名  守都 正和   

問 合 せ 先 責 任 者 役職名  広報部長   氏名  郷  礼次 ＴＥＬ（０６）-６３３０-２１９１ 

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成１５年８月５日  

米国会計基準採用の有無 無   

１．１５年６月中間期の連結業績 （平成１５年１月１日～平成１５年６月３０日） 
（１）連結経営成績  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
１５年６月中間期 ８６，０２１ (△０．９) １，７１６ (△１９．０) １，６６４ (△２１．８ )  
１４年６月中間期 ８６，７７８ (△０．０) ２，１１８ (△３４．８) ２，１２９ (△３４．３ )  
１４年１２月期 １８３，３４９  ５，４６９  ５，４７５  

 
 中 間 純 損 失 （ △ ） 

又 は 当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 中 間 

純損失(△)又は当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株 当 た り 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

    百万円 ％ 円  銭 円 銭 

１５年６月中間期 △    ４２９ (   －   ) △ ６ ８７   

１４年６月中間期 △１，３６２ (   －   ) △２１ ７８   

１４年１２月期        １６１  ２ ５８   

（注）① 持分法投資損益   １５年６月中間期  △７百万円  １４年６月中間期  － 百万円  １４年１２月期  △１２百万円 
 ② 期中平均株式数(連結)  １５年６月中間期６２，５５９，９３０株  １４年６月中間期６２,５８３,４８１株 
  １４年１２月期６２,５７９,０６２株 
 ③ 会計処理の方法の変更    無 
 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率               
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

             百万円   百万円 ％ 円      銭 

１５年６月中間期 １２０，２６０ ８１，８３０ ６８．０ １，３０８     ０６       

１４年６月中間期 １１９，９０８ ８２，１０１ ６８．５ １，３１１     ９２ 

１４年１２月期 １１９，５１７ ８２，８７７    ６９．４    １，３２４     ７４ 

 (注)期末発行済株式数(連結) １５年６月中間期６２，５５８，７８３株  １４年６月中間期６２,５８０,６７７株 

 １４年１２月期６２,５６１,６３３株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１５年６月中間期 ３，１４６ △   ７，２７６ △     ５５２ ５，３０３ 

１４年６月中間期 ５３８ △   ４，７４１ △     ９５３ １０，１８６ 

１４年１２月期 １６，１７６ △ ２０，０５５ △ １，４７８ ９，９８６ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数      １０社        持分法適用非連結子会社数    なし    持分法適用関連会社数    ２ 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結 （新規）－ 社     （除外） － 社        持分法 （新規） － 社     （除外） － 社 

２. １５年１２月期の連結業績予想 （平成１５年１月１日～平成１５年１２月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

                   百万円 百万円 百万円 

     通           期 １８６，２００ ５，５００ １，０００ 

（参考）① １株当たり予想当期純利益       （通期）                             １５ 円９８銭 

                  ②     営業利益                                                                                                       （通期）５，５００百万円 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に 

よって異なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 
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企 業 集 団 等 の 状 況 

 
当社グループは、当社、子会社１０社（間接保有子会社１社含む）、関連会社２社、その他の関係会社１社

で構成され、飲料・食品の製造販売を主たる事業とし、さらに喫茶・飲食および不動産等の事業を営んでおり

ます｡ 
  当社グループの事業に係わる各社の位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連ならびに事業の系統
図は次のとおりです。 
また、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 

    (１) 当社グループの事業に係わる各社の位置付け 

《飲料・食品の製造販売事業》 
飲料・食品の販売 
当社、関西ビバレッジサービス株式会社、株式会社ネスコ、株式会社カディアック、三笠コカ・コーラ

ボトリング株式会社が行っております。 
 
飲料の製造 
当社、近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社、三笠コカ・コーラボトリング株式会社、大山ビバレッジ

株式会社が行っております。 
 
飲料の運送事業 
関西ロジスティクス株式会社が行っております。 

 
   《その他の事業》 
不動産事業 
株式会社レックスエステートが行っております。 

 
リース業 
株式会社レックスリースが行っております。 
 
車両整備業 
株式会社セイコーコーポレートジャパンが行っております。 
 
外食・物販事業 
株式会社シーアンドシー、株式会社秋吉システムズが行っております。 



 3 

 
    (２) 事業の系統図 
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経      営      方      針 

１．経営の基本方針  

当社グループは「さわやかさ創造企業」を経営理念として掲げ、商品・サービスを通して人々の生活に豊か

さを提供することを経営の基本方針として、人々のニーズに対応した商品・サービスの拡充に努めております。

さらに、昨今はグローバリゼーションの進展を背景として、経営環境は大きく変化しており、新しい企業評価

基準に対応するため、従来にも増して経営基盤を強化し、スピーディで柔軟な経営を目指しております。 

将来にわたり、当社グループが存続・発展していくためには、人々のニーズに対応した商品・サービスを提

供し続けることはもとより、製品の安全性向上・積極的な情報公開・環境問題への対応等、社会的責任の遂行

による企業価値の創造が必要であり、それぞれ具体的に取り組んでおります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は長期的展望に基づく投資を推進し、競争優位の経営基盤を確立して収益力の向上に努め、配当等をと

おして安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

なお、内部留保につきましては、販売機器の更新、製造設備等の改造・更新などの原資といたしますが、将

来的には収益の向上をとおして配当等で還元できるものと考えております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位引下げにかかる施策につきましては、現在の投資金額、市況、業績などを勘案し、その費用および

効果を慎重に検討してまいりたいと考えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策および時期につ

きましては未定であります。 

 

４．目標とする経営指標 

厳しい市場環境ではありますが、２００１年度から２００５年度の中期経営計画の定量目標として、 

２００５年度にグループトータルの経常利益６７億円を経営目標としております。 

 

５．中長期的な経営戦略 

大きく変化する経営環境に対応していくために、２０００年末に２００１年を出発点とする近畿コカ・コー

ラグループ中期経営計画「飛翔２１」（５ヵ年計画）を策定いたしましたが、企業としての生き残りをかけて、

再度行動目標を見定める必要があると考え、新ビジョン「ビジョン２００５」を策定するとともに中期経営計

画の方針を一部追加変更いたしました。新ビジョン「ビジョン２００５」の骨子は、エンドユーザーであるお

客様を最優先し、お客様満足実現のパートナーとしてお得意様を大切にし、共に成長し、その結果として会社

としての増益を達成するというものです。中期経営計画では「企業価値の創造」を基本テーマとして、販売力

の強化、経営システムの革新と構造改革、人と組織の活性化、コンプライアンスを推進し、強い近畿コカ・コ

ーラグループの実現を目指しており、経営戦略を以下のとおり掲げております。 
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①マーケットの選択と集中の徹底による成長戦略 

業績向上のために、効率化による継続的なローコスト化を図ってまいりますが、ボリュームの増加によるシ

ェアの拡大も重要であり成長が期待されるテイクアウト市場とインドア自動販売機市場を中心に効率的に経営

資源を投入してまいります。 

②グループ経営の確立とグループ競争力の強化 

グループのビジョン・目標を共有化し、グループの全体最適を優先することと、業績評価基準を含む諸制度

を変更することで、グループ各社の競争力を強化し、グループ利益の最大化を図ってまいります。 

③構造改革の推進 

今後１０年、２０年と発展し続けられる強固な経営基盤を築くため、販売・製造・物流体制や人事諸制度の

抜本的改革等、グループ会社を含めて革新的な構造改革を実施してまいります。 

販売体制は、チャネルおよびカスタマーの変化に対応し、直販システムの強みを活かしながら、消費形態に

連動した販売形態別の専門性を発揮でき、様々な消費者の満足を実現することが可能な組織形態を具体化して

まいります。製造・物流体制では、機能面からの分社・再編を実施してきました。さらに、昨年１１月に資本

参加（３４．０１％）したテリトリーが隣接する三笠コカ・コーラボトリング株式会社とは、本年度から工場

運営および自動販売機のオペレーション業務の統合を開始いたしました。 

このような当社グループとしての構造改革を今後とも実行していくとともに、加えて日本コカ・コーラ株式

会社、各コカ・コーラボトリング会社との全国レベルの共同プロジェクトの推進により、販売量の拡大とコス

ト削減を図ってまいります。 

 

６．対処すべき課題  

今後のわが国の経済情勢は、個人消費および企業の設備投資にまだまだ回復の兆しがみえず、特に当社が地

盤とする関西経済は出口の見えない状況にあります。そのような中、清涼飲料業界におきましては、一層厳し

い経営環境が続くものと予測されます。 

当社グループといたしましては、中期経営計画「飛翔２１」の目標達成に向けて、更なる構造改革を進める

一方、グループ各社との戦略協調や営業部門における効率的資源配分と、より専門性が発揮できる新販売体制

等による販売の拡大を図るとともに、新ビジョン「ビジョン２００５」の具現化による人と組織の活性化と社

会との調和ならびにコカ・コーラシステム内各社との協働プロジェクトへの積極的な参画などにより、業績の

向上と企業価値の創造に努めてまいります。 

さらに、日本コカ・コーラ株式会社および各コカ・コーラボトリング会社の共同出資で設立されたコカ･コー

ラナショナルビバレッジサービス株式会社で検討している調達から生産・物流にいたるサプライチェーンマネジ

メントを最適化する取り組みについては、ボトラーとしての枠組みを越えて積極的に参画し、コスト削減および

サービス水準の向上に貢献してまいります。 

また、厚生年金基金の制度につきましては、２００２年１０月の代行部分返上に引き続き、構造的な改革を

進めてまいります。 
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７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は「株主価値の向上」を最優先としております。「株主価

値の向上」に不可欠な長期的・継続的な増益の達成を目指しており、コンプライアンスの強化を徹底しており

ます。 

その実現のために、当社は取締役会を月１回開催しております。監査役は、常勤監査役２名、非常勤監査役

１名で、うち２名は社外監査役であります。社内規定に基づき監査役会を開催し、取締役会等の重要な会議に

出席しております。また、取締役会および社長の意思決定を補佐する目的で常勤役員（監査役含む）で構成さ

れる経営会議を週１回開催し、今日的課題の早期解決に努めております。 

グループの経営執行に関しましては、グループ各社の事業計画進捗状況等の経営会議およびグループ戦略会

議での報告を四半期毎に実施し、グループ各社の経営課題の共有化に努めております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
Ⅰ.   経営成績   

１．当期の概況 

(1)事業全般の概況 

当上半期の清涼飲料業界は、深刻な雇用や所得環境を背景とした個人消費の冷え込みにより、販売数量が伸

び悩む中、企業間競争の熾烈化による価格の低下や、販売チャネルの変化などによる収益低下により、厳しい

市場環境となりました。 

当社グループは、こうした状況下、｢中期経営計画｣の見直しを行い、シェアと利益の両立から、当面は、よ

り利益を重視する計画とするとともに、新たに、２００５年のあるべき姿として、お客様満足の実現が会社の

成長・発展に繋がるという考え方を基本とした｢ビジョン２００５｣を策定し、業績の向上と企業価値の創造を

目指しました。 

販売面におきましては、営業組織を販売チャネルに則して４部門に再編し、選択と集中によって明確な部門

別戦略を構築することにより、販売力の強化と収益の改善を目指しました。また、｢Ｎｏ Ｒｅａｓｏｎ Ｃｏｃ

ａ－Ｃｏｌａ｣キャンペーンの新展開や、「ジョージア 明日があるさ２」キャンペーンをスタートさせたほか、

コカ・コーラのブランドイメージをより新しく、より強力なものにするニューロゴマークを導入するなど、ブ

ランド力の強化を図りました。さらに、新製品として、「まろ茶１２０」「ボコ」「バニラコカ・コーラ」などを

発売し、販売の拡大に努めました。 

製品の需給面におきましては、４月には、コカ・コーラシステム内各社と共に、全国規模のサプライチェー

ンマネジメント（ＳＣＭ）の確立を目指す新会社「コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社」を共同設立

し、ボトラーの枠を越えた需給の最適化に向けて取り組みました。また、６月には、西日本ボトラー５社の共

同出資によるミネラルウォーター製造会社「大山ビバレッジ株式会社」が稼動しました。 

一方、経営環境の変化に伴う構造改革につきましては、引き続き当社グループ全体で推進し、経営の効率化

を図りました。４月には、当社およびグループ会社の経営基盤の強化を目指し、グループ会社への出向者６５

名の転籍を実施しました。また、「三笠コカ・コーラボトリング株式会社」の滋賀工場の製造業務および一部地

域の自動販売機オペレーション業務を、３月以降順次、当社グループとして一体化した運営を行い、効率化を

進めてまいりました。 

これらの結果、当上半期の売上高は、８６０億２千１百万円（前年同期比０．９％減）、経常利益は、１６億

６千４百万円（前年同期比２１．８％減）となりました。また、特別損失として、退職給付会計基準変更時差

異の償却額１３億３千９百万円と転籍による特別退職金８億７千１百万円を計上した結果、４億２千９百万円

の中間純損失となりました。 
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（2）事業別の業績概況 

《飲料・食品の製造販売事業》 

飲料・食品事業においては、個人消費の低迷など収益を圧迫する厳しい市場環境の中、新製品の発売、ブ

ランド毎のキャンペーンや消費者プロモーションを展開し、ブランド力の強化と販売の拡大を図りました。

これらの結果、売上高は８１５億５千６百万円（前年同期比０．２％減）となりました。 

《その他の事業》 

その他の事業においては、リース事業における一般リース部門の縮小等により売上高が減少しました。 

これらの結果、売上高は４４億６千４百万円（前年同期比１０．５％減）となりました。 

２．通期の見通し 

下半期につきましても、依然として厳しい経営環境が続くものと予測されますが、当社グループにおきま

しては、「中期経営計画」の達成に向けて、更なる販売力の強化と構造改革を展開するとともに、全国規模の

ＳＣＭの確立をはじめとしたコカ・コーラシステム内各社との協働を推進する一方、「ビジョン２００５」の

浸透を図り、お客様の期待に応える活動を通じてお客様満足を実現することにより、業績の向上と企業価値

の創造に努めてまいります。 

通期の連結業績の見通しにつきましては、売上高１，８６２億円（前年同期比１．６％増）、営業利益５５

億円（前年同期比０．６％増）、経常利益５５億円（前年同期比０．５％増）、当期純利益１０億円（前年同

期比５２１．１％増）を見込んでおります。 

Ⅱ.   財政状態   

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の収入

が３１億４千６百万円、投資活動による資金の支出が７２億７千６百万円、財務活動による資金の支出が５

億５千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ４６億８千３百万円減少し、５３億３百万円となりました。 

当中間連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

《営業活動によるキャッシュ・フロー》 

営業活動による資金の収入は、減価償却費が６２億４千５百万円、長期前払費用償却費が１２億２千４百

万円あったものの、たな卸資産の増加額が２０億６千８百万円あったことなどにより３１億４千６百万円（前

年同期比２６億８百万円増）となりました。 

《投資活動によるキャッシュ・フロー》 

投資活動による資金の支出は、販売機器等有形固定資産の取得による支出が６１億１千万円あったことな

どにより、７２億７千６百万円（前年同期比２５億３千５百万円増）となりました。 

《財務活動によるキャッシュ・フロー》 

財務活動による資金の支出は、配当金の支払等により、５億５千２百万円（前年同期比４億円減）となり

ました。 
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中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

（１）中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 

  要約連結貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 ５，３５３ ８，９７７ ８，４３６

２ 受取手形及び売掛金 １２，１９０ １２，６０９ １１，１１６

３ 有価証券 ― １，５９９ １，５９９

４ たな卸資産 ９，９２６ ９，６４２ ７，８５８

５ 繰延税金資産 ６９０ １，２１９ ３８９

６ その他 ６，０１２ ４，８３５ ３，８６８

  貸倒引当金 △１１０ △１１１ △１２０

流動資産合計 ３４，０６２ ２８．３ ３８，７７２ ３２．３ ３３，１４８ ２７．７

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 

(１)建物及び構築物 ３０，７１７ ３０，９８５ ３１，０５７

  減価償却累計額 １５，４２６ １５，２９１ １４，５４３ １６，４４１ １５，０６３ １５，９９３

(２)機械装置及び運搬具 ３４，５０８ ３３，７３４ ３４，４３７

  減価償却累計額 ２３，５９５ １０，９１２ ２１，３７７ １２，３５６ ２２，５８８ １１，８４９

(３)販売機器 ６２，５４１ ６４，５９９ ６４，８６６

  減価償却累計額 ４７，９７８ １４，５６２ ５０，６１３ １３，９８６ ５１，７８９ １３，０７７

(４)土地 ２０，２１４ １８，２３５ ２０，３７８

(５)建設仮勘定 ― ２２ ５０

(６)リース資産 １０，５４６ ９，９８３ １０，１８１

  減価償却累計額 ６，９１８ ３，６２８ ６，４９２ ３，４９０ ６，７２８ ３，４５３

(７)その他 ６，６２２ ６，３０２ ６，５６３

  減価償却累計額 ４，８６４ １，７５８ ４，８５８ １，４４３ ４，７８２ １，７８１

有形固定資産合計 ６６，３６８ ５５．２ ６５，９７７ ５５．０ ６６，５８３ ５５．７

２ 無形固定資産 

(１)ソフトウェア １，９２１ １，８２１ １，９４４

(２)連結調整勘定 １，８８１ ２，１３３ ２，００７

(３)その他 １，３３１ １，２５５ １，１０３

無形固定資産合計 ５，１３４ ４．３ ５，２１０ ４．４ ５，０５４ ４．３

３ 投資その他の資産 

(１)投資有価証券 ５，９９１ ２，０９４ ５，９７５

(２)繰延税金資産 ２，６６０ ２，０９９ ２，３８１

(３)その他 ６，６３４ ６，１４１ ６，９３０

  貸倒引当金 △５９０ △３８７ △５５５

投資その他の資産合計 １４，６９６ １２．２ ９，９４８ ８．３ １４，７３１ １２．３

固定資産合計 ８６，１９８ ７１．７ ８１，１３５ ６７．７ ８６，３６９ ７２．３

資産合計 １２０，２６０ １００．０ １１９，９０８ １００．０ １１９，５１７ １００．０
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（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 

  要約連結貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部） ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金 ８，５２６ ８，５４９ ７，６２２ 

２ 短期借入金 １，８０６ ２，１３６ ２，１５７ 

３ 1 年以内に償還の転
換社債 ８，１６７ ― ８，１６７ 

４ 未払金 ３，０６６ ４，１９６ ３，２６６ 

５ 未払法人税等 ２５９ ２３０ ４５０ 

６ その他 ５，０１８ ４，１５４ ４，６７６ 

流動負債合計 ２６，８４４ ２２．３ １９，２６７ １６．１ ２６，３３８ ２２．０

Ⅱ 固定負債  
１ 転換社債 ― ８，１６７ ― 

２ 長期借入金 ３，３４７ ２，９４８ ２，９８３ 

３ 退職給付引当金 ６，３２５ ５，２２７ ５，３９４ 

４ 役員退職慰労引当金 ２３２ ２７５ ３３３ 

５ 繰延税金負債 ４３２ ４４４ ４４６ 

６ その他 １，１８９ １，４２６ １，０８７ 

固定負債合計 １１，５２７ ９．６ １８，４９０ １５．４ １０，２４５ ８．６

負債合計 ３８，３７１ ３１．９ ３７，７５７ ３１．５ ３６，５８４ ３０．６

（少数株主持分）  
  少数株主持分 ５８ ０．０ ４９ ０．０ ５５  ０．０

（資本の部）  
Ⅰ 資本金 ― ― １０，９４８ ９．１ １０，９４８ ９．２

Ⅱ 資本準備金 ― ― １０，０４０ ８．４ １０，０４０ ８．４

Ⅲ 連結剰余金 ― ― ６０，９９３ ５０．９ ６１，９５４ ５１．８

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 ― ― １２９ ０．１ △４１ △０．０

― ― ８２，１１１ ６８．５ ８２，９０１ ６９．４

Ⅴ 自己株式 ― ― △９ △０．０ △２３ △０．０

資本合計 ― ― ８２，１０１ ６８．５ ８２，８７７ ６９．４

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 １０，９４８ ９．１ ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金 １０，０４０ ８．３ ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金 ６０，８６０ ５０．６ ― ― ―  ―

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 ７ ０．０ ― ― ― ―

 ８１，８５６ ６８．１ ― ― ― ―

Ⅴ 自己株式 △２５ △０．０ ― ― ― ―

資本合計 ８１，８３０ ６８．１ ― ― ― ―

負債、少数株主持分  

及び資本合計 １２０，２６０ １００．０ １１９，９０８ １００．０ １１９，５１７ １００．０
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（２）中 間 連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

  要約連結損益計算書 

自 平成１５年１月  １日 自 平成１４年１月  １日 自 平成１４年  １月  １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

期  別

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 ８６，０２１ １００．０ ８６，７７８ １００．０ １８３，３４９ １００．０

Ⅱ 売上原価 ４５，９２９ ５３．４ ４４，９５０ ５１．８ ９７，５７７ ５３．２

   売上総利益 ４０，０９１ ４６．６ ４１，８２７ ４８．２ ８５，７７２ ４６．８

Ⅲ 販売費及び一般管理

費      ※１ ３８，３７５ ４４．６ ３９，７０９ ４５．７ ８０，３０３ ４３．８

   営業利益 １，７１６ ２．０ ２，１１８ ２．５ ５，４６９ ３．０

Ⅳ 営業外収益 

１ 受取利息 １０ ５ １１

２ 受取配当金 １１ １１ １９

３ 不動産賃貸収入 ５９ １２１ ２２７

４ その他 ７９ １６０ ０．２ １４９ ２８８ ０．３ ３１８ ５７６ ０．３

Ⅴ 営業外費用 

１ 支払利息 ７２ ７２ １４０

２ 不動産賃貸料原価 ２９ ９７ １８８

３ 貯蔵品他廃棄損 ５７ ６０ １２１

４ 持分法による投資損

失 ７ ― １２

５ その他 ４４ ２１２ ０．３ ４６ ２７７ ０．３ １０７ ５７０ ０．３

   経常利益 １，６６４ １．９ ２，１２９ ２．５ ５，４７５ ３．０

Ⅵ 特別利益 

１ 厚生年金基金代行部

分返上益 ― ― １，４５６

２ 固定資産売却益※２ ２９３ ３５２ ３５２

３ その他 １２ ３０５ ０．４ ２ ３５５ ０．４ ２ １，８１２ １．０

Ⅶ 特別損失 

１ 固定資産売却及び除

却損     ※３ ４６７ ４７６ ６４１

２ 特別退職金  ※４ ８７１ ２，５５３ ２，６０４

３ 退職給付会計基準変

更時差異償却額 １，３３９ ２，０１５ ３，８０４

４ ゴルフ会員権評価損 ４７ ８ １１９

         ※５  

５ 投資有価証券評価損 ４７ ２５ ４８

６ その他 ― ２，７７３ ３．２ ０ ５，０７９ ５．９ ― ７，２１８ ４．０

税金等調整前中間純損失

(△) 又は当期純利益 △８０２ △０．９ △２，５９４ △３．０ ６９ ０．０

法人税、住民税及び事業

税 ２４９ ２９７ ７５１

法人税等調整額 △６２７ △３７８ △０．４ △１，５３８ △１，２４０ △１．４ △８６１ △１１０ △０．１

少数株主利益 △４ ０．０ △９ ０．０ △１８ ０．０

中間純損失(△) 又は当期

純利益 △４２９ △０．５ △１，３６２ △１．６ １６１ ０．１
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（３）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                                          （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

科目 

 

金額 金額 金額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   ―  ６３，０７０  ６３，０７０

Ⅱ 連結剰余金減少高       

 １ 配当金 ― ５６３   １，１２６ 

 ２ 役員賞与 ― ― １５０ ７１３ １５０ １，２７７

Ⅲ 中間純損失（△）又は当期純利益   ―   △１，３６２   １６１

Ⅳ 連結剰余金      

  中間期末（期末）残高   ―  ６０，９９３  ６１，９５４

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     

 １ 資本準備金期首残高 １０，０４０ １０，０４０ ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高   １０，０４０  ―  ―

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    

 １ 連結剰余金期首残高 ６１，９５４ ６１，９５４ ― ― ― ―

Ⅱ 利益剰余金減少高     

 １ 中間純損失 ４２９ ― ― 

 ２ 配当金 ５６３ ― ― 

 ３ 役員賞与 １０１ １，０９３ ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   ６０，８６０  ―  ―
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  （４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                 （単位：百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度 

  要約連結キャッシュ・フロー計算書 

自  平成１５年１月 １日 自  平成１４年１月 １日 自 平成１４年              １月 １日 

至  平成１５年６月３０日 至  平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

                                  期  別 

 

 

 

 

  科  目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ    

１ 税金等調整前中間純損失(△)又は当期純利益 △    ８０２ △    ２，５９４ ６９ 

２ 減価償却費 ６，２４５ ６，２０１ １３，２２１ 

３ 長期前払費用償却費 １，２２４ １，０４２ ２，２５６ 

４ 連結調整勘定償却額 １２６ １２６ ２５２ 

５ 退職給付引当金の増加額 ９３０ １，８９０ ２，０５７ 

６ 役員退職慰労引当金の減少額    △    １０１ △        １１２ △      ５４ 

７ 貸倒引当金の増減額 ２５ △            ５ １７１ 

８ 受取利息及び受取配当金 △     ２１ △          １７ △      ３１ 

９ 支払利息 ７２ ７２ １４０ 

１０ 持分法による投資損失 ７ － １２ 

１１ 投資有価証券売却益 － △            ２ △       ２ 

１２ 投資有価証券評価損 ４７ ２５ ４８ 

１３ 有形固定資産売却益 △    ２９３ △        ３５２ △     ３５２ 

１４ 固定資産売却及び除却損 ４６７ ４７６ ６４１ 

１５  特別退職金 ８７１ ２，５５３ ２，６０４ 

１６ 売上債権の増加額 △  １，０７４ △    ２，６７０ △   １，１７７ 

１７ たな卸資産の増減額 △  ２，０６８ △    １，１６６ ６１８ 

１８ 仕入債務の増減額 ７５８ １０７ △       ７９０ 

１９ 未払消費税等の増減額 △    １１８ ２２２ ３５８ 

２０ 役員賞与支払額 △    １０２ △        １５１ △     １５１ 

２１ その他 △  １，７０３ △    １，１６７ ５６６ 

             小      計 ４ ，４９１ ４，４７８ ２０，４５７  

２２ 利息及び配当金の受取額 ４６ １７ ２７ 

２３ 利息の支払額 △     ８０ △          ７３ △     １４０ 

２４ 特別退職金の支払額 △    ８７１ △    ２，５５３ △   ２，６０４ 

２５ 法人税等の支払額 △    ４４０ △    １，３３０ △   １，５６４ 

営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ ３ ，１４６ ５３８  １６，１７６  

Ⅱ．投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ    

１ 定期預金の預入による支出 △     １０ △        ３００ △     ４５０ 

２ 定期預金の払戻による収入 ３１０ ２，０９５ ２，１８５ 

３ 有形固定資産の取得による支出 △  ６，１１０ △    ５，４８６ △  １４，０８７ 

４ 有形固定資産の売却による収入 ６１３ ５１７ ５１７ 

５ 無形固定資産の取得による支出 △    ７３６ △        ５９６ △   １，１４１ 

６ 長期前払費用の取得による支出 △  １，３５６ △        ９３８ △   ２，４９０ 

７ 投資有価証券の取得による支出 △      ９ △          ４３ △   ４，２５３ 

８ 投資有価証券の売却による収入 － １３ １４ 

９ 貸付けによる支出 △     ７１ △        ２８５ △     ６０３ 

１０ 貸付金の回収による収入 １０８ １０８ １８５ 

１１ その他 △     １４ １７３ ６８ 

投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ △   ７ ， ２ ７ ６ △    ４，７４１ △   ２０，０５５  

Ⅲ．財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ    

 １ 短期借入れによる収入 １，０００ ２，２５０ ２，２５０ 

 ２ 短期借入金の返済による支出 △  １，２７３ △    ２，４９０ △   ２，４９０ 

 ３ 長期借入れによる収入 １，５３０   ６５０ １，４９４ 

 ４ 長期借入金の返済による支出 △  １，２４３ △        ７９４ △   １，５８３ 

 ５ 自己株式の取得による支出 △      １ △            ４ △      １８ 

 ６ 配当金の支払額 △    ５６３ △        ５６３ △   １，１２６ 

 ７ 少数株主への配当金の支払額 △      ０ △            ０ △           ４ 

財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ △     ５ ５ ２ △        ９５３ △    １，４７８  

Ⅳ．現金及び現金同等物の減少額  △   ４ ， ６ ８ ３ △    ５，１５６ △    ５，３５７  

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 ９，９８６ １５，３４３  １５，３４３  

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ５，３０３ １０，１８６  ９，９８６ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

１ 連結子会社の数 １０社 連結子会社の数 １０社 連結子会社の数 １０社 

 

連結の範囲に関する事項 

  

原則として､全ての子会社を連結

の範囲に含めております｡ 
連結子会社名 

㈱シーアンドシー、㈱レックスエ

ステート、㈱カディアック、㈱レ
ックスリース、㈱秋吉システムズ、

㈱セイコーコーポレートジャパ
ン、近畿コカ・コーラプロダクツ

㈱、㈱ネスコ、関西ビバレッジサ

ービス㈱、関西ロジスティクス㈱ 

 

原則として､全ての子会社を連結

の範囲に含めております｡ 
連結子会社名 

㈱シーアンドシー、㈱レックスエ

ステート、㈱カディアック、㈱レ
ックスリース、㈱秋吉システム

ズ、㈱セイコーコーポレートジャ
パン、近畿コカ・コーラプロダク

ツ㈱、㈱ネスコ、関西ビバレッジ

サービス㈱、関西ロジスティクス
㈱ 

当中間連結会計期間における連
結子会社の増減理由は次のとお

りであります。 

関西ロジスティクス㈱は当中間
連結会計期間に新たに設立した

ため連結の範囲に含めておりま
す。 

近畿コカ・コーラベンディング

㈱、㈱レックステクノシステム
ズ、㈱レクシーの３社は㈱エフ・

ヴィ西日本と合併（社名を関西ビ
バレッジサービス㈱に変更）した

ため連結の範囲から除外してお

ります。 

原則として､全ての子会社を連結

の範囲に含めております｡ 
連結子会社名 

㈱シーアンドシー、㈱レックスエ

ステート、㈱カディアック、㈱レ
ックスリース、㈱秋吉システム

ズ、㈱セイコーコーポレートジャ
パン、近畿コカ・コーラプロダク

ツ㈱、㈱ネスコ、関西ビバレッジ

サービス㈱、関西ロジスティクス
㈱ 

当連結会計年度における連結子
会社の増減理由は次のとおりで

あります。 

関西ロジスティクス㈱は当連結
会計年度に新たに設立したため

連結の範囲に含めております。 
近畿コカ・コーラベンディング

㈱、㈱レックステクノシステム

ズ、㈱レクシーの３社は㈱エフ・
ヴィ西日本と合併（社名を関西ビ

バレッジサービス㈱に変更）した
ため連結の範囲から除外してお

ります。 

 
 

 
 

２持分法の適用に関する事項 持分法適用関連会社 ２社 持分法適用関連会社 ２社 

  

  

三笠コカ・コーラボトリング㈱、

大山ビバレッジ㈱ 

 

      

大山ビバレッジ㈱については､株

式取得により関連会社となった
ため、当中間連結会計期間より持

分法を適用しております｡ 

三笠コカ・コーラボトリング㈱、

大山ビバレッジ㈱ 
なお、三笠コカ・コーラボトリン

グ㈱及び大山ビバレッジ㈱につ

いては､株式取得により関連会社
となったため、当連結会計年度よ

り持分法を適用しております｡ 

３ 同左 

 

連結子会社の（中間）決算日

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日と中間連

結決算日は一致しております｡     

連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております｡ 

４ １ １ １ 

  

会計処理基準に関する事項 

  

重要な資産の評価基準及び

評価方法   

重要な資産の評価基準及

び評価方法   

重要な資産の評価基準及

び評価方法 

   （１）有価証券 （１） 有価証券 （１） 有価証券 

   ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 

  償却原価法   同左   同左 

   ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

   時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

     同左   

         

         

         

        

  

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法によ

り処理し､売却原価は移

動平均法により算定して
おります｡)       

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法

により処理し､売却原価

は移動平均法により算
定しております｡) 

   

時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

 

時価のないもの 
同左 

  

時価のないもの 
同左 
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

  （２） たな卸資産 （２） たな卸資産 （２） たな卸資産 

  商品・製品   同左   同左 

   総平均法による原価法         

  原材料・貯蔵品         

          

  

 主として月別移動平均
法による原価法         

  ２ ２ ２ 

    

重要な減価償却資産の減
価償却の方法   

重要な減価償却資産の減
価償却の方法   

重要な減価償却資産の減
価償却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

      同左   同左 

            

            

            

    

定率法によっております。
但し、建物(建物附属設備

を除く)については、定額
法を採用し、リース資産は

リース期間定額法によっ

ております。         

            

            

            

    

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方
法と同一の基準によって

おります。         

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

    定額法によっております。  同左   同左 

            

            

            

            

            

            

    

なお、耐用年数について
は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によって

おります。但し、自社利用
のソフトウェアについて

は、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。         

  ③長期前払費用 ③長期前払費用 ③長期前払費用 

      同左   同左 

    

主として期間対応償却に

よっております。         

  ３ 重要な引当金の計上基準 ３ 重要な引当金の計上基準 ３ 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

      同左   同左 

            

            

            

            

            

    

売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については
個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。         

  ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 

        

        

        

        

        

    

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し
ております。   

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し
ております。   

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお
ります。 
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

        

        

    

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按
分額を費用処理しておりま

す。     

なお、会計基準変更時差

異については、５年によ
る按分額を費用処理して

おります。 

      

なお、会計基準変更時差異

（２０，１５０百万円）に
ついては、５年による按分

額を費用処理しておりま
す。 

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１５年）に
よる定額法により翌期か

ら費用処理しております。  

    

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（１５年）による定額法
によりそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し
ております。 

  

 

  

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の
発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１５年）に
よる定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度
から費用処理しておりま

す。 

            (追加情報) 

            

            

            

            

            

            

当社は、確定給付企業年
金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分につ

いて、平成１４年１０月
２８日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の
認可を受けました。 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

当社では「退職給付会計

に関する実務指針（中間
報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告
第１３号）第４７－２項

に定める経過措置を適用

し、当該認可の日におい
て代行部分に係る退職給

付債務（２５，７８１百
万円）と年金資産の返還

相当額（１５，７１８百

万円）を消滅したものと
みなして処理するととも

に、厚生年金基金の代行
部分に対応する未認識数

理計算上の差異（４，３

２４百万円）及び会計基
準変更時差異の未処理額

（４，２８１百万円）を
損益として認識しており

ます。 

            

            

            

            

            

            

            

この結果、「厚生年金基
金代行部分返上益」（１，

４５６百万円）を特別利
益に計上しております。

また、当連結会計年度末

における年金資産の返還
相当額は、１５，７９８

百万円であります。 
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

   ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 

       同左   

           

           

     

役員の退職により支給す
る退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく中間
期末要支給見込額を計上

しております。   
  

  

役員の退職により支給す
る退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく期
末要支給見込額を計上し

ております。 

   ４ ４ ４ 

   

重要なリース取引の処理
方法  

重要なリース取引の処理
方法  

重要なリース取引の処理
方法 

       同左   同左 

             

             

             

             

     

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理

によっております。         

   ５ ５ ５ 

     

その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項  

その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項  

その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   ①消費税等の会計処理   消費税等の会計処理   消費税等の会計処理 

     

税抜方式によっておりま

す。   

同左 

  

同左 

   ②   ―   ― 

     

自己株式及び法定準備金
の取崩等に関する会計基

準         

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

     

当中間連結会計期間から

「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第 1

号）を適用しております。
これによる当中間連結会

計期間の損益に与える影

響はありません。 
なお、中間連結財務諸表規

則の改正により、当中間連
結会計期間における中間

連結貸借対照表の資本の

部および中間連結剰余金
計算書については、改正後

の中間連結財務諸表規則
により作成しております。        

５ 同左 

      

      

      

      

  

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ
ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

    

       

   

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同
等物)は、手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に満期日
の到来する定期性預金及び満期日

又は償還日等の定めのない容易に

換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。 

    

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等
物)は、手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に満期
日の到来する定期性預金及び満

期日又は償還日等の定めのない

容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資であ
ります。 
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追加情報  

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

税効果会計 ― ― 

  

  

  

      

  

地方税等の一部を改正する法律
（平成１５年法律第９号）が平成

１５年３月３１日に公布されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間の
繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算（但し、平成１７年１月１日
以降解消が見込まれるものに限

る）に使用した法定実効税率は、

改正後の税率を使用しておりま
す。 

その結果、繰延税金資産の金額が
４３百万円繰延税金負債の金額が

７百万円減少し、当中間連結会計

期間に計上された法人税等調整額
が３５百万円、その他有価証券評

価差額金が０百万円、それぞれ増
加しております。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

保証債務 保証債務 保証債務 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借
入金に対する保証３６百万円を行っており

ます。 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借
入金に対する保証４４百万円を行っており

ます。 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借
入金に対する保証３９百万円を行っており

ます。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパ
ンの関係先(個人)の金融機関からの借入金

に対する連帯保証２６８百万円を行ってお
ります。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で

表示しております。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパ
ンの関係先(個人)の金融機関からの借入金

に対する連帯保証２７０百万円を行ってお
ります。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で

表示しております。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパ
ンの関係先(個人)の金融機関からの借入金

に対する連帯保証２６８百万円を行ってお
ります。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で

表示しております。 

 
 
（中間連結損益計算書関係） 

 （単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

※１ ※１ ※１

  

販売費及び一般管理費の主要な品目と
金額は次のとおりであります。   

販売費及び一般管理費の主要な品目と
金額は次のとおりであります。   

販売費及び一般管理費の主要な品目と
金額は次のとおりであります。 

  従業員給与 ７，２３５  従業員給与 ７，５１２  従業員給与 １４，８６３

  退職給付費用 １，３４９   退職給付費用 １，１８０   退職給付費用 ２，２２８

      

  

役員退職慰労引当金繰入

額 
４４
  

役員退職慰労引当金繰入

額 
５３
  

役員退職慰労引当金繰入

額 
１１０

  販売手数料 ８，４９５   販売手数料 ８，９３４   販売手数料 １８，２０４

  貸倒引当金繰入額 １２   貸倒引当金繰入額 ４７   貸倒引当金繰入額 １１４

  減価償却費 ４，５３０   減価償却費 ４，１９６   減価償却費 ９，５２１

※２ ※２ ※２

  

固定資産売却益は、親会社の深江寮土

地の売却益であります。   

固定資産売却益は、親会社の城東支店土

地等の売却益であります。   

固定資産売却益は、親会社の城東営業所

土地等の売却益であります。 

※３内訳は次のとおりであります。 ※３内訳は次のとおりであります。 ※３内訳は次のとおりであります。 

  固定資産売却及び除却損   固定資産売却及び除却損   固定資産売却及び除却損 

    建物及び構築     建物及び構築     建物及び構築 

    物 
３４
    物 

１０１
    物 

１０８

    機械装置及び     機械装置及び     機械装置及び 

    運搬具 
１７
    運搬具 

１１
    運搬具 

２９

    販売機器 ３８１    販売機器 ２２６    販売機器 ３４８

    その他有形     その他有形     その他有形 

    固定資産 
２
    固定資産 

１１
    固定資産 

１６

    建物等解体費 ３１    建物等解体費 １２６    建物等解体費 １３８

    計 ４６７     計 ４７６     計 ６４１

※４特別退職金は連結子会社への転籍一時

金であります。 

※４ 同左 ※４ 同左 

※５ ※５ ※５

  

貸倒引当金繰入額４０百万円を含んで

おります。   

貸倒引当金繰入額８百万円を含んでお

ります。   

貸倒引当金繰入額１０９百万円を含ん

でおります。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

（平成１５年６月３０日現在）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

（平成１４年６月３０日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

（平成１４年１２月３１日現在）

現金及び預金勘定 ５，３５３ 現金及び預金勘定 ８，９７７ 現金及び預金勘定 ８，４３６

  有価証券勘定 ―   有価証券勘定 １，５９９   有価証券勘定 １，５９９

  計 ５，３５３   計 １０，５７６   計 １０，０３６

      

  

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △ ５０   

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △ ３９０   

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △ ５０

  現金及び現金同等物 ５，３０３   現金及び現金同等物 １０，１８６   現金及び現金同等物 ９，９８６
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

１ １ １ 

  

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引   

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引   

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（１）借手側     （１）借手側     （１）借手側     

① ① ①

  

リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額   

リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額   

リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当
額 

   
工具器具

及び備品 

機械装置及

び運搬具 
合計 
   

工具器具

及び備品 

機械装置及

び運搬具 
合計 
   

工具器具

及び備品 

機械装置及

び運搬具 
合計 

取得価額相当額 １３ ３０ ４４取得価額相当額 ７８ ３０ １０９取得価額相当額 １３ ３０ ４４

減価償却累計額相

当額 
１２ １８ ３０

減価償却累計額相

当額 
７４ １４ ８８

減価償却累計額相

当額 
１０ １６ ２７

中間期末残高相当

額 
１ １２ １３

中間期末残高相当

額 
４ １６ ２０

期末残高相当額 
２ １４ １６

  (注) (注) 同左   (注)

             

             

             

             

   

取得価額相当額は、連結会

社の未経過リース料中間

期末残高が、連結会社の有
形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法によ

り算定しています。           

取得価額相当額は、連結会

社の未経過リース料期末残

高が、連結会社の有形固定
資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子
込み法により算定していま

す。 

② ② ②未経過リース料期末残高相当額 

  

未経過リース料中間期末残高相当
額   

未経過リース料中間期末残高相当
額     

   １年以内  ５   １年以内  ７   １年以内  ７

   １年超   ７   １年超   １３   １年超   ９

   合計   １３   合計   ２０   合計   １６

(注) (注) 同左   (注)

             

             

             

             
             

   

未経過リース料中間期末

残高相当額は、連結会社の
未経過リース料中間期末

残高が、連結会社の有形固
定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算
定しています。           

未経過リース料期末残高相

当額は、連結会社の未経過
リース料期末残高が、連結

会社の有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額 

   支払リース料 ３   支払リース料 ７   支払リース料 １１

   減価償却費相当額 ３   減価償却費相当額 ７   減価償却費相当額 １１

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

     同左      同左   

  

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。               
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（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

（２）貸手側     （２）貸手側     （２）貸手側     

① ① ①

      

  

固定資産に含まれているリース物

件の取得価額、減価償却累計額及び
中間期末残高   

固定資産に含まれているリース物件

の取得価額、減価償却累計額及び中
間期末残高   

固定資産に含まれているリース物件

の取得価額、減価償却累計額及び期
末残高 

  
工具器具

及び備品

機械装置及

び運搬具 
その他 合計 

  
工具器具

及び備品 

機械装置及

び運搬具 
その他 合計 

  
工具器具

及び備品

機械装置及

び運搬具 
その他 合計 

取得価額 ７８５ ３６１ ５８８ １，７３５取得価額 １，００４ ４０９ ７７１ ２，１８５取得価額 ８４８ ３９２ ６７４ １，９１５

減価償却
累計額 

７４４ ３１３ ５３７ １，５９５
減価償却
累計額 

９０２ ３３１ ５８４ １，８１８
減価償却
累計額 

７８５ ３３０ ５６２ １，６７８

中間期末

残高 
４０ ４８ ５０ １３９

中間期末

残高 
１０２ ７８ １８６ ３６７期末残高 ６２ ６２ １１１ ２３６

② ② ②

  

未経過リース料中間期末残高相当

額   

未経過リース料中間期末残高相当額 

  

未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内  １１７   １年以内  ２７６   １年以内  １９７

   １年超   １０９   １年超   ２１１   １年超   １３６

   合計   ２２６   合計   ４８７   合計   ３３４

(注)   (注) 同左     (注)

             

             

             

             

             

             

   

未経過リース料中間期末
残高相当額は、連結会社の

未経過リース料及び見積
残存価額の合計額の中間

期末残高が、連結会社の営

業債権の中間期末残高等
に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算
定しています。           

未経過リース料期末残高相
当額は、連結会社の未経過

リース料及び見積残存価額
の合計額の期末残高が、連

結会社の営業債権の期末残

高等に占める割合が低いた
め、受取利子込み法により

算定しています。 

③受取リース料、減価償却費 ③受取リース料、減価償却費 ③受取リース料、減価償却費 

   受取リース料 １１２   受取リース料 １９６   受取リース料 ３４７

   減価償却費 ９２   減価償却費 １５８   減価償却費 ２７９

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

   貸手側       貸手側       貸手側    

   未経過リース料      未経過リース料      未経過リース料   

   １年以内 １，７４４   １年以内 １，６３９   １年以内 １，６５３ 

  １年超 ２，６７０  １年超 ２，４３３  １年超 ２，４７０ 

   合計   ４，４１５   合計  ４，０７２   合計   ４，１２３
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（有価証券関係） 

当中間連結会計期間  (平成１５年６月３０日現在) 
 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 

該当事項はありません。 
 

２． その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

①株式 １，５４３ １，５５１ ７ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

計 １，５４３ １，５５１ ７ 
 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

①普通社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ２３９ 

②マネー・マネジメント・ファンド － 

計 ２３９ 
 

 

前中間連結会計期間  (平成１４年６月３０日現在) 
 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 

該当事項はありません。 
 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

①株式 １，５３１ １，７５５ ２２３ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

計 １，５３１ １，７５５ ２２３ 
 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

①普通社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ３０７ 

②マネー・マネジメント・ファンド １，５９９ 

計 １，９０６ 
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前連結会計年度  (平成１４年１２月３１日現在) 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
   

(1)株式 ２４４ ５５８ ３１３ 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

計 ２４４ ５５８ ３１３ 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

(1)株式 １，２９０ ９０７ △  ３８３ 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

計 １，２９０ ９０７ △  ３８３ 

合  計 １，５３５ １，４６５ △  ６９ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
 (単位：百万円) 

内  容 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

①社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ２８５ 

②マネー・マネジメント・ファンド １，５９９ 

計 １，８８４ 

   

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

当社グループは、デリバティブ取引

を全く利用しておりませんので該当

事項はありません。 

同左 同左 
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（セグメント情報） 

１.事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間  （自 平成 1５年１月１日   至  平成 1５年６月３０日） 
    （単位：百万円） 

 
飲料・食品の 

製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 ８１，５５６ ４，４６４ ８６，０２１ － ８６，０２１

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ９ ９９１ １，０００ （１，０００） －

計 ８１，５６５ ５，４５５ ８７，０２１ （１，０００） ８６，０２１

営 業 費 用 ７７，４２２ ５，０６６ ８２，４８９ １，８１６ ８４，３０５

営 業 利 益 ４，１４３ ３８９ ４，５３２ （２，８１６） １，７１６

(注)１.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区

分を行っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造、 

自動販売機のオペレーション 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（２，８２０百万円）の主なものは、親会社の総務部等

管理部門に係る費用であります。 
４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
前中間連結会計期間  （自 平成 1４年１月１日   至  平成 1４年６月３０日） 

（単位：百万円） 

 飲料・食品の 

製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 ８１，７８５ ４，９９３ ８６，７７８ － ８６，７７８

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 １３ ９９０ １，００４ （１，００４） －

計 ８１，７９９ ５，９８４ ８７，７８３ （１，００４） ８６，７７８

営 業 費 用 ７７，００７ ５，５０２ ８２，５１０ ２，１４９ ８４，６６０

営 業 利 益 ４，７９１ ４８１ ５，２７２ （３，１５３） ２，１１８

(注)１.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区

分を行っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造、 

自動販売機のオペレーション 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（３，１６０百万円）の主なものは、親会社の総務部等

管理部門に係る費用であります。 

４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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前連結会計年度  （自 平成 1４年１月１日   至  平成 1４年１２月３１日） 

（単位：百万円） 

 飲料・食品の 
製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １７３，５４５ ９，８０４ １８３，３４９ － １８３，３４９

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２９ １，９８１ ２，０１０ （２，０１０） － 

計 １７３，５７４ １１，７８５ １８５，３６０ （２，０１０） １８３，３４９

営 業 費 用 １６２，６５２ １１，１３１ １７３，７８３ ４，０９７ １７７，８８０

営 業 利 益 １０，９２２ ６５４ １１，５７６ （６，１０７） ５，４６９

(注)１.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区

分を行っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（６，１３８百万円）の主なものは、親会社の総務部等

管理部門に係る費用であります。 

４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２.所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成 1５年１月１日  至 平成 1５年６月３０日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間（自 平成１４年１月１日  至 平成１４年６月３０日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成１４年１月１日  至 平成１４年１２月３１日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

３.海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成１５年１月１日  至 平成１５年６月３０日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間（自 平成１４年１月１日  至 平成１４年６月３０日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成１４年１月１日  至 平成１４年１２月３１日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間  前中間連結会計期間  前連結会計年度 

自  平成１５年１月 １日  自  平成１４年１月 １日  自  平成１４年 １月 １日 

至  平成１５年６月３０日  至  平成１４年６月３０日  至  平成１４年１２月３１日 

 

１株当たり純資産

額 １，３０８．０６ 円  

１株当たり純資産

額 １，３１１．９２ 円   

１株当たり純資産

額 １，３２４．７４ 円  

 

１株当たり中間純
損失 ６．８７ 円  

１株当たり中間純
損失 ２１．７８ 円   

１株当たり当期純
利益 ２．５８ 円  

    

        

 

潜在株式調整後１
株当たり中間純利

益 ―円  

潜在株式調整後１
株当たり中間純利

益 ―円   

潜在株式調整後１
株当たり当期純利

益 ―円  

 

当中間連結会計期間の｢潜在株式調整
後１株当たり中間純利益｣については、

１株当たり中間純損失となるため記載
しておりません。 

  当中間連結会計期間の｢潜在株式調整後
１株当たり中間純利益｣については、１

株当たり中間純損失となるため記載し
ておりません。 

  

当連結会計年度の｢潜在株式調整後の１
株当たり当期純利益｣については、転換

社債を発行しておりますが、調整計算の
結果、１株当たり当期純利益が希薄化し

ないため記載しておりません。 

  

 （追加情報）            

           

           

           

           

 

当中間連結会計期間から｢１株当たり

当期純利益に関する会計基準｣（企業会
計基準第２号）及び｢１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針｣(企

業会計基準適用指針第４号)を適用し
ております。 

  
     

   

           

           

           

           

 

なお、同会計基準及び適用指針を前中
間連結会計期間及び前連結会計年度に

適用して算定した場合の 1 株当たり情

報については、それぞれ以下のとおり
であります。           

 前中間連結会計期間 前連結会計年度           

 1 株当たり純資産額 1 株当たり純資産額           

 1,311.92 円 1,324.74 円          

           

 

1 株当たり中間純損

失 

1 株当たり当期純利

益           

 21.78 円 0.96 円          

           

 

潜在株式調整後 1 株

当たり中間純利益 

潜在株式調整後 1 株

当たり当期純利益             

 －円 －円            
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（注）1 株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1 株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

中間(当期)純利益 (百万円) △４２９ ― ―

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) ６２，５５９，９３０ ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要 

第１回無担保転換社債（額

面１００万円） ― ―

 

 

 

（重要な後発事象） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

― ― ― 

 

 

（その他） 
  該当事項はありません。 
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生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況 
 （１）生産実績 
      生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１５年６月中間期 平成１４年６月中間期 平成１４年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 ２７，６７５ ２３，６１８ ５２，５９６ 

そ の 他 の 事 業 － ０ ０ 

合 計 ２７，６７５ ２３，６１８ ５２，５９６ 

（注） １．当社グループの生産品目は同種の製品であっても、容器の形状、容量等、多種多様であり 

          販売価格・方法も一様ではありませんので、製造費用に基づき記載しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

 （２）受注実績 
         受注生産は行っておりません。 

 

 （３）販売実績 
        販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１５年６月中間期 平成１４年６月中間期 平成１４年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 ８１，５５６ ８１，７８５ １７３，５４５ 

そ の 他 の 事 業 ４，４６４ ４，９９３ ９，８０４ 

合 計 ８６，０２１ ８６，７７８ １８３，３４９ 

（注）１．相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が１０％以上の相手先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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平成 １５年８月５日 

平成１５年１２月期       個別中間財務諸表の概要   
上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（URL   http://www.kinki.ccbc.co.jp  ） 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

代 表 者 役職名  取締役社長  氏名  守都 正和   

問 合 せ 先 責 任 者 役職名  広報部長   氏名  郷  礼次 ＴＥＬ（０６）-６３３０-２１９１ 

決算取締役会開催日 平成１５年８月 ５日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成１５年９月１１日 単元株制度採用の有無 有(１単元１，０００株)

 

１．１５年６月中間期の業績（平成１５年１月１日～平成１５年６月30日） 

(1) 経営成績                                         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円    ％ 百万円      ％ 百万円       ％ 

１５年 ６月中間期 ７６，０８０ （   ０．２） ８７９ （△ ２０．６） １，２１６       （    １．１） 

１４年 ６月中間期 ７５，９１３ （△ ２．２） １，１０７ （△ ４３．３）          １，２０３       （△ ４５．９） 

1 ４年１２月期 １６２，１９６     ４，１１３                ４，３６２  

 

 
中間（当期）純損失（△） 

1 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 損 失 ( △ ) 

 

 百万円      ％           円     銭  

１５年 ６月中間期    △ ６５５ （   －   ）       △ １０    ４８  

１４年 ６月中間期    △ ２，１０６  （   －   ）       △ ３３    ６６  

１４年１２月期      △ ３７３      △ ５    ９８  

(注) ①
  
期中平均株式数 １５年 ６月中間期 ６２，５５９，９３０ 株 １４年 ６月中間期 ６２，５８３，４８１株 １４年 １２月期 ６２，５７９，０６２株 

   
            
②会計処理の方法の変更   無 

   
            
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

   
            
 

(2) 配当状況 

 1 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

1 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

     円    銭    円     銭 

 １ ５ 年６月中間期     ９    ００         
 
 

 １ ４ 年６月中間期     ９    ００  
 
 

 1 ４ 年 1 ２ 月 期   
 
 １８     ００ 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

１５年６月中間期 １０８，９１９ ７９，７１６ ７３．２ １，２７４    ２６ 

１４年６月中間期 １０８，１１０ ７９，９５３ ７４．０ １，２７７    ６１ 

1４年 1 2 月期 １０７，５６９ ８０，９４４ ７５．３ 
 
１，２９３    ８４ 

(注) ①期末発行済株式数 １５年 ６月中間期 ６２，５５８，７８３株 １４年 ６月中間期 ６２，５８０，６７７株 １４年 １２月期 ６２，５６１，６３３株 

 ②期末自己株式数 １５年 ６月中間期 ３２，２６６株 １４年 ６月中間期 １０，３７２株 １４年 １２月期 ２９，４１６株 

     

２．１５年１２月期の業績予想(平成１５年１月１日～平成１５年１２月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 １６５，６００ ４，７００ ５７０      ９   ００     １８  ００ 

（参考）  ①  1株当たり予想当期純利益  (通期) 
                           
９

  
円１１銭 

②  営業利益               (通期) ４，１３０百万円 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に

よって異なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 
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個別財務諸表等 

（１） 中 間 貸 借 対 照 表 
                                            （単位：百万円）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度 

  要約貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 ４，０６６  ７，３５４ ６，２６３

２ 受取手形 １  ５２ ４６

３ 売掛金 １１，５３３  １１，９７８ １０，４０５

４ 有価証券 －  １，５９９ １，５９９

５ たな卸資産 ８，８９９  ８，６６４ ６，８７１

６ 繰延税金資産 ２９９  ９２６ ６６

７ その他    ※１ ６，９１９  ５，２３９ ４，８５０

  貸倒引当金 △８３  △９６ △１０３

流動資産合計 ３１，６３６ ２９．０ ３５，７１８ ３３．０ ２９，９９９ ２７．９

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 

(１)建物 ２３，０６６ ２３，３１７ ２３，３３２

  減価償却累計額 １１，２６４ １１，８０１ １０，６０４ １２，７１２ １０，９９９ １２，３３３

(２)機械及び装置 ２８，２０２ ２７，４５６ ２８，１０４

  減価償却累計額 １９，２４４ ８，９５８ １７，２２３ １０，２３２ １８，３３０ ９，７７４

(３)販売機器 ６１，２６７ ６３，３８１ ６３，６５４

  減価償却累計額 ４６，９７７ １４，２９０ ４９，７０４ １３，６７６ ５０，８３８ １２，８１５

(４)土地 １７，４５４ １５，５２９ １７，６１８

(５)建設仮勘定 － ２０ ４５

(６)その他 ８，１２１ ７，９５２ ８，０５８

  減価償却累計額 ６，１８４ １，９３６ ５，８９１ ２，０６１ ６，０３５ ２，０２２

有形固定資産合計 ５４，４４１ ５０．０ ５４，２３３ ５０．２ ５４，６０９ ５０．８

２ 無形固定資産 

(１)ソフトウェア １，７４９ １，７２８ １，８５８

(２)その他 ７６７ ３０２ ３１３

無形固定資産合計 ２，５１６ ２．３ ２，０３０ １．９ ２，１７１ ２．０

３ 投資その他の資産 

(１)投資有価証券 １，３２５ １，５９５ １，３３４

(２)関係会社株式 ７，８７０ ３，６６３ ７，８２６

(３)長期貸付金 ４，５９０ ４，７７８ ５，１１８

(４)繰延税金資産 ２，２３５ １，９０６ １，９４１

(５)その他 ４，８３３ ４，５７６ ５，０７７

  貸倒引当金 △５３１ △３９１ △５０９

投資その他の資産合計 ２０，３２４ １８．７ １６，１２８ １４．９ ２０，７８８ １９．３

固定資産合計 ７７，２８３ ７１．０ ７２，３９２ ６７．０ ７７，５６９ ７２．１

資産合計 １０８，９１９ １００．０ １０８，１１０ １００．０ １０７，５６９ １００．０
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                                             （単位：百万円） 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度 

  要約貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

期  別

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部） ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債  

１ 買掛金 ４，９７２ ５，１４１ ４，２４３ 

２ 一年以内に償還の転

換社債 ８，１６７ － ８，１６７ 

３ 未払金 ２，７５６ ３，７５１ ２，７０７ 

４ 未払費用 ４，１３３ ３，９６７ ３，９９６ 

５ 未払法人税等 １５ ４ ２１１ 

６ 預り金 １，４４４ ４０８ ７３７ 

７ その他    ※１ ８２０ ４６９ ５２７ 

流動負債合計 ２２，３０９ ２０．５ １３，７４３ １２．７ ２０，５９１ １９．１

Ⅱ 固定負債  

１ 転換社債 － ８，１６７ － 

２ 退職給付引当金 ５，８２３ ４，８２４ ４，９４３ 

３ 役員退職慰労引当金 １７４ ２４０ ２８０ 

４ その他 ８９４ １，１８２ ８０８ 

固定負債合計 ６，８９３ ６．３ １４，４１３ １３．３ ６，０３２ ５．６

負債合計 ２９，２０３ ２６．８ ２８，１５６ ２６．０ ２６，６２４ ２４．７

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 － － １０，９４８ １０．１ １０，９４８ １０．２

Ⅱ 資本準備金 － － １０，０４０ ９．３ １０，０４０ ９．３

Ⅲ 利益準備金 － － １，６１８ １．５ １，６１８ １．５

Ⅳ その他の剰余金  

１ 任意積立金 － ５８，０４６ ５８，０４６ 

２ 中間未処理損失(△)

又は当期未処分利益 － △８１２ ３５６ 

  その他の剰余金合計 － － ５７，２３３ ５３．０ ５８，４０３ ５４．３

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 － － １２２ ０．１ △４１ △０．０

－ － ７９，９６３ ７４．０ ８０，９６８ ７５．３

Ⅵ 自己株式 － － △９ △０．０ △２３ △０．０

資本合計 － － ７９，９５３ ７４．０ ８０，９４４ ７５．３

Ⅰ 資本金 １０，９４８ １０．１ － － － －

Ⅱ 資本剰余金  

  資本準備金 １０，０４０ － － 

  資本剰余金合計 １０，０４０ ９．２ － － － －

Ⅲ 利益剰余金  

１ 利益準備金 １，６１８ － － 

２ 任意積立金 ５６，４７２ － － 

３ 中間未処分利益 ６６０ － － 

  利益剰余金合計 ５８，７５２ ５３．９ － － － －

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 １ ０．０ － － － －

Ⅴ 自己株式 △２５ △０．０ － － － －

資本合計 ７９，７１６ ７３．２ － － － －

負債・資本合計 １０８，９１９ １００．０ １０８，１１０ １００．０ １０７，５６９ １００．０
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（２） 中  間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

  要約損益計算書 

自 平成１５年１月  １日 自 平成１４年１月  １日 自 平成１４年  １月  １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

期  別

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 ７６，０８０ １００．０ ７５，９１３ １００．０ １６２，１９６ １００．０

Ⅱ 売上原価 ４２，４７５ ５５．８ ４１，０７０ ５４．１ ８９，８８５ ５５．４

   売上総利益 ３３，６０４ ４４．２ ３４，８４３ ４５．９ ７２，３１０ ４４．６

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 ３２，７２５ ４３．０ ３３，７３５ ４４．４ ６８，１９７ ４２．１

   営業利益 ８７９ １．２ １，１０７ １．５ ４，１１３ ２．５

Ⅳ 営業外収益  ※１ ５２９ ０．７ ３０７ ０．４ ６９３ ０．５

Ⅴ 営業外費用  ※２ １９３ ０．３ ２１１ ０．３ ４４４ ０．３

   経常利益 １，２１６ １．６ １，２０３ １．６ ４，３６２ ２．７

Ⅵ 特別利益   ※３ ３０５ ０．４ ３４０ ０．５ ２，２６８ １．４

Ⅶ 特別損失   ※４ ２，７２０ ３．６ ５，０６４ ６．７ ７，１６６ ４．４

税引前中間( 当期) 純損失

( △)  △１，１９９ △１．６ △３，５２０ △４．６ △５３６ △０．３

法人税、住民税及び事業
税 １５ ２０ ３２９

法人税等調整額 △５５８ △５４３ △０．７ △１，４３４ △１，４１４ △１．８ △４９１ △１６２ △０．１

中間( 当期) 純損失(△)  △６５５ △０．９ △２，１０６ △２．８ △３７３ △０．２

前期繰越利益 １，３１６ １，２９３ １，２９３

中間配当額 － － ５６３

中間( 当期) 未処分利益又

は未処理損失(△)  ６６０ △８１２ ３５６
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

（１） 有価証券 （１） 有価証券 （１） 有価証券 １．資産の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 

 償却原価法 同左 同左 

  ② ② ②

  

子会社株式及び関連会社
株式 

子会社株式及び関連会社
株式 

子会社株式及び関連会社
株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ③その他有価証券 ③その他有価証券 ③その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  

  

  

  

  

中間決算日の市場価格
等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法
により処理し､売却原価

は移動平均法により算

定しております｡) 

同左 決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法によ
り処理し､売却原価は移

動平均法により算定し

ております｡) 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  

  

 移動平均法による原価

法 

同左 同左 

  （２） たな卸資産 （２） たな卸資産 （２） たな卸資産 

  ①商品及び製品 ①商品及び製品 ①商品及び製品 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  ②原材料及び貯蔵品 ②原材料及び貯蔵品 ②原材料及び貯蔵品 

  

  

月別移動平均法による原

価法 

同左 同左 

 

  

但し、貯蔵品の一部は最終

仕入原価法     

（１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方法 

  

  

  

  

        

  

定率法によっております。

但し、建物(建物附属設備
を除く)については定額法

によっております。なお、

耐用年数については、法人
税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま
す。 

同左 同左 

  （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 

  

  

  

  

  

 

       

   

定額法によっております｡

なお、耐用年数について
は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によって

おります。但し、自社利用
のソフトウェアについて

は、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。   

同左 

  

同左 

 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 

       

   

期間対応償却によってお

ります。   

同左 

  

同左 
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当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

３．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 

        

        

        

        

        

        

    

売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については
個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上
しております。   

同左 

  

同左 

  （２）退職給付引当金 （２）退職給付引当金 （２）退職給付引当金 

        

        

        

        

        

        

        

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発

生していると認められる

額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異

    

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま
す。 

なお、会計基準変更時差異  

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま
す。 

なお、会計基準変更時差異  

        

        

については、5年による按

分額を費用処理しており
ます。 

    

については、5年による按

分額を費用処理しており
ます。 

数理計算上の差異につい     

      

（20,150 百万円）について

は、5年による按分額を費
用処理しております。 

数理計算上の差異につい 
ては、その発生時の従業員  

        

        

        

        

      

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15 年)によ

る定額法により翌期から
費用処理しております。 

  

数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時

における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の

年数(15 年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理し

ております。 
(追加情報) 

    

ては、各事業年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の
年数(15 年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理し

ております。 

     確定給付企業年金法の施 

           

           

           

           

          

行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成 14
年10月28日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免
除の認可を受けました。 

「退職給付会計に関する 

          

          

          

          

          

          

          

          

           

           

           

           

           

           

           

       
  

  

実務指針（中間報告）」（日
本公認会計士協会会計制

度委員会報告第 13 号）第
47-2 項に定める経過措置

を適用し、当該認可の日に

おいて代行部分に係る退
職給付債務（25,781 百万

円）と年金資産の返還相当
額（15,718 百万円）を消滅

したものとみなして処理

するとともに、厚生年金基
金の代行部分に対応する

未認識数理計算上の差異
（4,324 百万円）及び会計

基準変更時差異の未処理

額（4,281 百万円）を損益
として認識しております。

この結果、「厚生年金基金 

            

            

            

            

    
  

  
  

  

代行部分返上益」（1,456

百万円）を特別利益に計上

しております。また、当事
業年度末における年金資

産の返還相当額は 15,798
百万円であります。 
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当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

 （３）役員退職慰労引当金  （３）役員退職慰労引当金  （３）役員退職慰労引当金 

  

役員の退職により支給す

る退職慰労金支給に備え
るため、内規に基づく中間

期末要支給見込額を計上
しております。 

 

同左 

 

 商法第287条ノ2の引当金

であり、役員の退職慰労金
支給に備えるため、内規に

基づく当事業年度末要支
給見込額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法     

      

      

      

      

    

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン
ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理
によっております。  

同左 

 

同左 

（１） 消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について 

  

消費税等の会計処理につ
いて     

５．その他中間財務諸表（財務諸
表）作成のための基本となる

重要な事項   同左 

    

税抜方式によっておりま

す。 

同左 

   

  （２）   

    

自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基
準  

― 

 

― 

      

      

      

      

      

      

    

当中間会計期間から「自己

株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を
適用しております。これに

よる当中間会計期間の損

益に与える影響はありま
せん。  

  

 

  

      

      

      

      

      

    

なお、中間財務諸表等規則

の改正により、当中間会計
期間における中間貸借対

照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成してお

ります。  
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追加情報  

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 項目 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

― ― 自己株式 

 

  

  

  

  

  

  

自己株式は、従来、流動資産の部

の「その他」に表示しておりまし

たが、「中間財務諸表等規則」の
改正により、当中間会計期間から

資本の部の末尾に自己株式を設
けて資本から控除する方法によ

り表示しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に
比べ、総資産は 9百万円減少し、

純資産も同額減少しております。

税効果会計 ― ― 

  

  

  

      

  

地方税法等の一部を改正する法
律（平成 15 年法律第 9 号）が平

成 15 年3 月 31 日に公布されたこ
とに伴い、当中間会計期間の繰延

税金資産及び繰延税金負債の計

算（但し、平成 17 年 1 月 1 日以
降解消が見込まれるものに限る）

に使用した法定実効税率は、改正
後の税率を使用しております。 

 

    

 

  

  

  

その結果、繰延税金資産の金額
（繰延税金負債の金額を控除し

た金額）が 41 百万円減少し、当
中間会計期間に計上された法人

税等調整額が 41 百万円、その他

有価証券評価差額金が0百万円そ
れぞれ増加しております。 



 38

 
注記事項  

（中間貸借対照表関係） 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

平成１５年６月３０日現在 平成１４年６月３０日現在 平成１４年１２月３１日現在 

※１消費税等の取扱い ※１消費税等の取扱い ※１ ― 

      

      

  

仮払消費税等及び仮受消費税等は、
相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。   

仮払消費税等は、仮受消費税等と相
殺のうえ、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。   

 

２ 保証債務  ２ 保証債務  ２ 保証債務  

      

      

  

従業員の金融機関からの住宅資金借

入金に対する保証３６百万円を行っ

ております。   

従業員の金融機関からの住宅資金借

入金に対する保証４４百万円を行っ

ております。   

従業員の金融機関からの住宅資金借

入金に対する保証３９百万円を行っ

ております。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

                                         （単位：百万円） 
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

※１営業外収益の主要な項目 ※１営業外収益の主要な項目 ※１営業外収益の主要な項目 

   受取利息 ２４    受取利息 ２０   受取利息 ４５

   不動産賃貸収入 １１１    有価証券利息 １   有価証券利息 ２

   受取配当金 ３６９    不動産賃貸収入 １４８   不動産賃貸収入 ２７５

        受取配当金 ６９   受取配当金 ２４２

※２営業外費用の主要な項目 ※２営業外費用の主要な項目 ※２営業外費用の主要な項目 

   社債利息 ３４    社債利息 ３４   社債利息 ６９

   不動産賃貸原価 ７８    不動産賃貸原価 ９７   不動産賃貸原価 １８９

   貯蔵品他廃棄損 ５７    貯蔵品他廃棄損 ６０   貯蔵品他廃棄損 １２１

※３特別利益の主要な項目 ※３特別利益の主要な項目 ※３特別利益の主要な項目 

   土地売却益 ２７６    土地売却益 ３３７   土地売却益 ８０９

             厚生年金基金代行 

             部分返上益 １，４５６

※４特別損失の主要な項目 ※４特別損失の主要な項目 ※４特別損失の主要な項目 

   販売機器売却      販売機器売却      販売機器売却   

   及び除却損 ３８１    及び除却損 ２２５   及び除却損 ３４５

   特別退職金 ８６６    特別退職金 ２，５５３   特別退職金 ２，６０４

   退職給付会計基準    退職給付会計基準    退職給付会計基準 

   変更時差異償却額 １，３３９    変更時差異償却額 ２，０１５   変更時差異償却額 ３，８０４

５減価償却実施額   ５減価償却実施額   ５減価償却実施額   

   有形固定資産 ４，２２１    有形固定資産 ４，２３１   有形固定資産 ９，１１２

   無形固定資産 ３２４    無形固定資産 ２４８   無形固定資産 ６１０
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

１ リース物件の所有権が借主 １ リース物件の所有権が借主 １ リース物件の所有権が借主 

  に移転すると認められるも   に移転すると認められるも   に移転すると認められるも 

  の以外のファイナンス・リー   の以外のファイナンス・リー   の以外のファイナンス・リー 

  ス取引   ス取引   ス取引 

  借手側      借手側      借手側    

①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び   減価償却累計額相当額及び   減価償却累計額相当額及び 

  中間期末残高相当額   中間期末残高相当額   期末残高相当額 

  工具器具 機械及び   工具器具 機械及び   工具器具 機械及び 

  及び備品 装置 
合計 
  及び備品 装置 

合計 
  及び備品 装置 

合計 

取得価額 取得価額 取得価額

相当額 
７６５ ９３０ １，６９６

相当額 
５５３ ９３０ １，４８４

相当額 
７５８ ９３０ １，６８９

減価償却 減価償却 減価償却

累計額 累計額 累計額 

相当額 

２８３ ６９９ ９８３

相当額 

２７１ ６２０ ８９２

相当額 

２１０ ６６０ ８７０

中間期末 中間期末 期末 

残高 残高 残高 

相当額 

４８２ ２３０ ７１２

相当額 

２８１ ３１０ ５９２

相当額 

５４７ ２７０ ８１８

(注)取得価額相当額は、未経過リース (注) 同左   (注)取得価額相当額は未経過リー 

  料中間期末残高が有形固定資産の         ス料期末残高が有形固定資産 

  中間期末残高等に占める割合が低         の期末残高等に占める割合が 

  いため、支払利子込み法により、         低いため、支払利子込み法に 

  算定しております。         より、算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料期末残高 

  相当額   相当額   相当額 

  １年以内  ２３２  １年以内  １７８  １年以内  ２３９

  １年超   ４８０  １年超   ４１４  １年超   ５７８

  合計  ７１２  合計  ５９２  合計  ８１８

(注)未経過リース料中間期末残高相当 (注) 同左   (注)未経過リース料期末残高相当 

  額は、未経過リース料中間期末残        額は、未経過リース料期末残 

  高が有形固定資産の中間期末残高        高が有形固定資産の期末残高 

  等に占める割合が低いため、支払        等に占める割合が低いため、 

  利子込み法により算定しておりま        支払利子込み法により算定し 

  す。         ております。 

③支払リース料、減価償却費 ③支払リース料、減価償却費 ③支払リース料、減価償却費 

  相当額      相当額      相当額    

   支払リース料 １２１   支払リース料 ９６   支払リース料 ２０６

   減価償却費相当額 １２１   減価償却費相当額 ９６   減価償却費相当額 ２０６

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、   同左     同左   

  残存価額を零とする定額法に             

  よっております。             

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

   借手側    借手側    借手側 

   未経過リース料      未経過リース料      未経過リース料   

   １年以内 １８２   １年以内 ２４３   １年以内 ２２９

   １年超 ２８３   １年超 ３２５   １年超 ３１３

   合計 ４６６   合計 ５６８   合計 ５４３
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（有価証券関係） 
当中間会計期間（平成1５年６月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

前中間会計期間（平成1４年６月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成1４年１２月３１日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 
 

 

（１株当たり情報） 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象） 
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１４年１月 １日 自 平成１４年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１４年６月３０日 至 平成１４年１２月３１日 

― ― ― 

 
 

（その他） 
平成１５年８月５日開催の取締役会において、次のとおり第４５期中間配当（商法第２９３条ノ５に基づく金

銭の分配）を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金の総額        ５６３百万円 

 １株当たりの金額          ９円００銭 

 支払請求の効力発生日        平成１５年９月１１日 

 及び支払開始日 
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（参考資料） 

  売 上 高 内 訳 表 
                                                                           (単位:百万円／千函) 

当 中 間 会 計 期 間 

自  平成１５年  １月  １日 
至  平成１５年  ６月３０日 

前 中 間 会 計 期 間 

自  平成１４年               １月                  １日 
至  平成１４年  ６月３０日 

前 事 業 年 度 

自  平成１４年  １月  １日 

至  平成１４年１２月３１日 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 

                                                                              期  別 

 
 

 

 区  分 

(函  数) % (函  数) % (函  数) % 

１９，１４０ ２５．２ １８，４４６ ２４．３ ３８，６６７ ２３．８ 
炭酸飲料 

( １０，１２７) (   ２８．１) ( １０，５０２) (   ２７．８) (２２，３０８) (  ２７．８) 

５５，２４８ ７２．６ ５５，８８８ ７３．６ １２０，３５９ ７４．２ 
非炭酸飲料 

( ２５，８４０) (   ７１．５) ( ２７，１３１) (   ７１．７) (５７，５１５) (  ７１．７) 

１，６９１ ２．２ １，５７８ ２．１ ３，１６９ ２．０ 
その他 

(      １５６) (     ０．４) (      １８０) (     ０．５) (      ３６５) (    ０．５) 

４２１ ０．５ ４５９ ０．６ ９５８ ０．６ 
     食品等 

(      １５６) (     ０．４) (      １８０) (     ０．５) (      ３６５) (     ０．５) 

   受託加工収入 １，２７０ １．７ １，１１９ １．５ ２，２１０ １．４ 

７６，０８０ １００．０ ７５，９１３ １００．０ １６２，１９６ １００．０ 
合  計 

(３６，１２３) ( １００．０) (３７，８１５) ( １００．０) (８０，１８９) (１００．０) 

 

（注）１．上段は売上高、下段は販売函数であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 


